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被保護人員、保護率、被保護世帯数の年次推移

○生活保護受給者数は約２０７万人。平成２７年３月をピークに減少に転じた。
○生活保護受給世帯数は約１６４万世帯。高齢者世帯が増加している一方、高齢者世帯以外の世帯は減少傾向が

続いている。

生活保護受給者数の推移

資料：被保護者調査 月次調査（厚生労働省）（平成24年3月以前は福祉行政報告例）※平成30年4月以降は速報値

○ 生活保護受給者数は令和元年11月現在で207万1,747人となっている。
世界金融危機以降急増したが、季節要因による増減はあるものの、近年、減少傾向で推移している。

○ 令和元年11月の対前年同月伸び率は▲1.2％となり、平成22年１月の12.9％をピークに低下傾向が継続しており、
過去10年間でも低い水準となっている。
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49.1％
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○ 年齢階級別の被保護人員の推移をみると、65歳以上の高齢者の伸びが大きい。
○ 被保護人員のうち、全体の49.1％は65歳以上の者。

年齢階級別 被保護人員の年次推移

資料：被保護者調査 年次調査（厚生労働省）（平成23年以前は被保護者全国一斉調査）
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○ 年齢階級別の保護率の推移をみると、近年は65歳以上で上昇傾向が続く一方、それ以外の年齢階級では横ばい
若しくは低下傾向となっている。

年齢階級別 保護率の年次推移

資料：被保護者調査 年次調査（厚生労働省）（平成23年以前は被保護者全国一斉調査）
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都道府県・指定都市・中核市別保護率（令和元年11月時点）

○都道府県別保護率 ○指定都市別保護率 ○中核市別保護率

○全国平均保護率：1.64％（1.38％）

（保護率）

2.5％以上

2.0以上2.5％未満

1.5以上2.0％未満

1.0以上1.5％未満

1.0％未満

上位１０都道府県 保護率（％） 上位１０市

保護率（％） 大 阪 市 5.00 ( 4.99 ) 保護率（％）

大 阪 府 3.15 ( 2.94 ) 札 幌 市 3.65 ( 3.13 ) 函 館 市 4.50 ( 4.18 )

北 海 道 2.98 ( 2.73 ) 堺 市 3.04 ( 2.62 ) 那 覇 市 4.09 -

高 知 県 2.64 ( 2.42 ) 神 戸 市 2.95 ( 2.79 ) 尼 崎 市 3.94 ( 3.20 )

沖 縄 県 2.62 ( 1.92 ) 京 都 市 2.91 ( 2.86 ) 東 大 阪 市 3.70 ( 3.55 )

福 岡 県 2.41 ( 2.17 ) 福 岡 市 2.72 ( 2.27 ) 旭 川 市 3.68 ( 3.49 )

青 森 県 2.32 ( 1.93 ) 北 九 州 市 2.43 ( 1.87 ) 高 知 市 3.47 ( 3.19 )

京 都 府 2.19 ( 2.10 ) 千 葉 市 2.15 ( 1.51 ) 寝 屋 川 市 3.11 -

長 崎 県 2.08 ( 1.84 ) 名 古 屋 市 2.05 ( 1.60 ) 青 森 市 3.02 ( 2.52 )

東 京 都 2.06 ( 1.79 ) 熊 本 市 2.04 ( 1.73 ) 長 崎 市 2.99 ( 2.52 )

鹿 児 島 県 1.87 ( 1.68 ) 広 島 市 2.03 ( 1.89 ) 八 尾 市 2.93 -

川 崎 市 1.99 ( 1.92 )

下位１０都道府県 相 模 原 市 1.91 ( 1.22 ) 下位１０市

保護率（％） 横 浜 市 1.84 ( 1.56 ) 保護率（％）

静 岡 県 0.86 ( 0.57 ) 岡 山 市 1.81 ( 1.49 ) 郡 山 市 1.00 ( 0.83 )

島 根 県 0.83 ( 0.69 ) 仙 台 市 1.68 ( 1.34 ) 福 井 市 0.97 -

滋 賀 県 0.78 ( 0.67 ) さ い た ま 市 1.52 ( 1.12 ) 高 崎 市 0.94 -

群 馬 県 0.77 ( 0.53 ) 新 潟 市 1.49 ( 1.13 ) 金 沢 市 0.89 ( 0.72 )

山 形 県 0.73 ( 0.49 ) 静 岡 市 1.33 ( 0.87 ) 長 野 市 0.88 ( 0.58 )

石 川 県 0.62 ( 0.51 ) 浜 松 市 0.90 ( 0.66 ) 山 形 市 0.86 -

岐 阜 県 0.59 ( 0.42 ) 豊 田 市 0.55 ( 0.47 )

福 井 県 0.54 ( 0.35 ) 豊 橋 市 0.54 ( 0.52 )

長 野 県 0.54 ( 0.42 ) 岡 崎 市 0.52 ( 0.42 )

富 山 県 0.35 ( 0.27 ) 富 山 市 0.50 ( 0.34 )

注1：指定都市及び中核市数値は再掲

注2：括弧内は10年前（平成21年度）の保護率 資料：被保護者調査 月次調査（厚生労働省）（平成21年度は福祉行政報告例）※令和元年11月分は速報値

都道府県・指定都市・中核市別保護率（令和元年11月時点）

資料：被保護者調査 月次調査（速報値）（厚生労働省）
注：指定都市及び中核市数値は再掲

都 道 府 県
保 護 率
（ ％ ）

都 道 府 県
保 護 率
（ ％ ）

指 定 都 市
保 護 率
（ ％ ）

中 核 市
保 護 率
（ ％ ）

中 核 市
保 護 率
（ ％ ）

北 海 道 2.98 大 阪 府 3.15 札 幌 市 3.65 旭 川 市 3.68 大 津 市 1.15

青 森 県 2.32 兵 庫 県 1.87 仙 台 市 1.68 函 館 市 4.50 高 槻 市 1.67

岩 手 県 1.05 奈 良 県 1.46 さいたま市 1.52 青 森 市 3.02 東 大 阪 市 3.70

宮 城 県 1.27 和 歌 山 県 1.60 千 葉 市 2.15 八 戸 市 1.92 豊 中 市 2.48

秋 田 県 1.45 鳥 取 県 1.24 横 浜 市 1.84 盛 岡 市 1.60 枚 方 市 1.92

山 形 県 0.73 島 根 県 0.83 川 崎 市 1.99 秋 田 市 1.75 八 尾 市 2.93

福 島 県 0.94 岡 山 県 1.30 相 模 原 市 1.91 山 形 市 0.86 寝 屋 川 市 3.11

茨 城 県 0.98 広 島 県 1.47 新 潟 市 1.49 郡 山 市 1.00 姫 路 市 1.58

栃 木 県 1.04 山 口 県 1.06 静 岡 市 1.33 い わ き 市 1.27 西 宮 市 1.61

群 馬 県 0.77 徳 島 県 1.77 浜 松 市 0.90 福 島 市 1.07 尼 崎 市 3.94

埼 玉 県 1.33 香 川 県 1.08 名 古 屋 市 2.05 宇 都 宮 市 1.61 明 石 市 1.74

千 葉 県 1.39 愛 媛 県 1.55 京 都 市 2.91 前 橋 市 1.21 奈 良 市 2.06

東 京 都 2.06 高 知 県 2.64 大 阪 市 5.00 高 崎 市 0.94 和 歌 山 市 2.55

神 奈 川 県 1.67 福 岡 県 2.41 堺 市 3.04 川 越 市 1.24 鳥 取 市 1.57

新 潟 県 0.93 佐 賀 県 0.96 神 戸 市 2.95 越 谷 市 1.25 松 江 市 1.33

富 山 県 0.35 長 崎 県 2.08 岡 山 市 1.81 川 口 市 1.96 倉 敷 市 1.50

石 川 県 0.62 熊 本 県 1.40 広 島 市 2.03 船 橋 市 1.44 福 山 市 1.34

福 井 県 0.54 大 分 県 1.73 北 九 州 市 2.43 柏 市 1.11 呉 市 1.57

山 梨 県 0.86 宮 崎 県 1.65 福 岡 市 2.72 八 王 子 市 1.67 下 関 市 1.54

長 野 県 0.54 鹿 児 島 県 1.87 熊 本 市 2.04 横 須 賀 市 1.30 高 松 市 1.48

岐 阜 県 0.59 沖 縄 県 2.62 富 山 市 0.50 松 山 市 2.30

静 岡 県 0.86 金 沢 市 0.89 高 知 市 3.47

愛 知 県 1.01 福 井 市 0.97 久 留 米 市 2.13

三 重 県 0.88 甲 府 市 1.51 長 崎 市 2.99

滋 賀 県 0.78 長 野 市 0.88 佐 世 保 市 2.08

京 都 府 2.19 岐 阜 市 1.58 大 分 市 1.79

豊 橋 市 0.54 宮 崎 市 2.17

豊 田 市 0.55 鹿 児 島 市 2.53

岡 崎 市 0.52 那 覇 市 4.09
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■ 世帯類型別の生活保護受給世帯数の推移

（単位：万世帯）

母子
世帯

高齢者
世帯

傷病・障害者
世帯

その他
の世帯

■ 世帯類型別の構成割合の推移

●高齢者世帯 ：男女とも65歳以上（平成17年３月以前は、男65歳以上、女60歳以上）の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の者が加わった世帯
●母子世帯 ：死別･離別･生死不明及び未婚等により現に配偶者がいない65歳未満（平成17年３月以前は、18歳以上60歳未満）の女子と18歳未満のその子（養子

を含む。）のみで構成されている世帯
●障害者世帯 ：世帯主が障害者加算を受けているか、障害･知的障害等の心身上の障害のため働けない者である世帯
●傷病者世帯 ：世帯主が入院（介護老人保健施設入所を含む。）しているか、在宅患者加算を受けている世帯、若しくは世帯主が傷病のため働けない者である世帯
●その他の世帯：上記以外の世帯

世帯類型の定義

世界金融危機後、「その他の世帯」の割合が大きく上昇した。近年、景気回復等の影響により「高齢者世帯」以外の
世帯は減少傾向となっているが、「高齢者世帯」は増加傾向にある。

世界金融危機

※ 高齢者世帯の91.6%が単身世帯（令和元年11月）。

注：世帯数は各年度の１か月平均であり、保護停止中の世帯は含まない。

資料：被保護者調査 月次調査（厚生労働省）（平成23年度以前は福祉行政報告例）（令和元年11月分は速報値）

世帯類型別の保護世帯数と構成割合の推移
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世帯類型別被保護世帯数の対前年同月伸び率の推移

○世帯類型別の対前年同月伸び率をみると、「高齢者世帯」はゆるやかに低下しつつプラスとなっているが、
「高齢者世帯」以外の世帯は、マイナスとなっている。

-0.1

1.7

-6.6

-1.3

-2.4

-7.5

-6.0

-4.5

-3.0

-1.5

0.0

1.5

3.0

4.5

6.0

平
成
２
５
年
４
月

５
月
６
月
７
月
８
月
９
月
１
０
月

１
１
月

１
２
月

平
成
２
６
年
１
月

２
月
３
月
４
月
５
月
６
月
７
月
８
月
９
月
１
０
月

１
１
月

１
２
月

平
成
２
７
年
１
月

２
月
３
月
４
月
５
月
６
月
７
月
８
月
９
月
１
０
月

１
１
月

１
２
月

平
成
２
８
年
１
月

２
月
３
月
４
月
５
月
６
月
７
月
８
月
９
月
１
０
月

１
１
月

１
２
月

平
成
２
９
年
１
月

２
月
３
月
４
月
５
月
６
月
７
月
８
月
９
月
１
０
月

１
１
月

１
２
月

平
成
３
０
年
１
月

２
月
３
月
４
月
５
月
６
月
７
月
８
月
９
月
１
０
月

１
１
月

１
２
月

平
成
３
１
年
１
月

２
月
３
月
４
月
令
和
元
年
５
月

６
月
７
月
８
月
９
月
１
０
月

１
１
月

（％）

母子世帯

高齢者世帯

傷病・障害者

世帯

総数

その他の世帯

資料：被保護者調査 月次調査（厚生労働省）（平成24年3月以前は福祉行政報告例）（平成30年4月以降は速報値）

※総数には保護停止中を含む。

その他の世帯
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高齢者世帯
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【
取
組
状
況
】

○
住
宅
扶
助
費
が
家
賃
支
払
い
に
適
確
に
充
て
ら
れ
る
よ
う
、
生
活
保
護
受
給
者
に
代
わ
り
福
祉
事
務
所
が
家
主
等
に
納
付
す
る
こ
と
を
可
能
と
し
て
い
る
。
あ
わ
せ
て
、

通
常
、
家
賃
と
一
緒
に
支
払
う
共
益
費
（
生
活
扶
助
）
に
つ
い
て
も
代
理
納
付
を
可
能
と
し
て
い
る
。

○
代
理
納
付
制
度
の
よ
り
一
層
の
積
極
的
な
活
用
に
つ
い
て
、
平
成
２
７
年
に
全
国
の
地
方
自
治
体
あ
て
に
通
知
す
る
と
と
も
に
、
毎
年
、
地
方
自
治
体
の
生
活
保
護
担
当

を
参
集
し
た
全
国
会
議
で
周
知
を
図
っ
て
い
る
。

（
参
考
）
平
成
２
９
年
１
０
月
に
施
行
さ
れ
た
改
正
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
法
に
お
い
て
、
新
た
に
、
代
理
納
付
を
推
進
す
る
た
め
の
手
続
き
を
整
備
し
た
。

①
登
録
住
宅
（
※

1）
の
賃
貸
人
（
※

2）
は
生
活
保
護
受
給
者
の
家
賃
滞
納
等
に
係
る
情
報
を
福
祉
事
務
所
に
通
知
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

※
1
住
宅
確
保
要
配
慮
者
の
入
居
を
拒
ま
な
い
賃
貸
住
宅
と
し
て
登
録
さ
れ
た
住
宅

※
2
住
宅
確
保
要
配
慮
者
に
対
す
る
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成

19
年
法
律
第

11
2号
）
第

24
条
第

1項
で
定
め
る
登
録
事
業
者

②
通
知
を
受
け
た
福
祉
事
務
所
は
、
代
理
納
付
等
の
措
置
の
必
要
性
を
判
断
す
る
た
め
、
速
や
か
に
事
実
確
認
を
行
う
。

【
今
後
の
方
針
】

○
住
宅
扶
助
と
し
て
使
途
を
限
定
さ
れ
た
扶
助
費
を
一
般
生
活
費
に
充
当
す
る
こ
と
は
生
活
保
護
法
の
趣
旨
に
反
す
る
も
の
で
あ
り
、
結
果
と
し
て
住
居
を
失
う
可
能
性
も
あ

る
こ
と
か
ら
、
住
宅
扶
助
費
が
適
確
に
家
賃
と
し
て
支
払
わ
れ
る
よ
う
、
令
和
２
年
４
月
よ
り
、
以
下
の
取
扱
い
と
す
る
予
定
。

・
家
賃
等
を
滞
納
し
て
い
る
者
に
対
し
て
は
、
住
宅
扶
助
の
代
理
納
付
を
原
則
化
す
る
。

・
家
賃
等
の
滞
納
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
「
公
営
住
宅
の
入
居
者
」
「
登
録
事
業
者
が
提
供
す
る
Ｓ
Ｎ
住
宅
に
新
規
で
入
居
す
る
者
」
に
つ
い
て
は
住
宅
扶
助
の
代
理
納
付
を
原
則
化
す
る
。

※
口
座
振
替
に
よ
り
住
宅
扶
助
の
目
的
が
達
成
で
き
る
場
合
や
、
家
主
が
希
望
し
な
い
場
合
、
住
宅
扶
助
費
が
満
額
支
給
さ
れ
な
い
ケ
ー
ス
等
は
代
理
納
付
の
原
則
化
の
対
象
外

住
宅
扶
助
は
、
福
祉
事
務
所
が
生
活
保
護
受
給
者
に
代
わ
り
、
直
接
賃
貸
業
者
に
家
賃
を
弁
済
す
る
代
理
納
付
が
可
能
。
（
生
活
保
護
法
第

37
条
の
２
）

住
宅
扶
助
の
代
理
納
付
の
仕
組
み

実
施
機
関

賃
貸
業
者

賃
借
権
の

提
供

家
賃
支
払

債
務

被
保
護
者

②
住
宅
扶
助
に
相
当
す
る
金
額

③
住
宅
扶
助
の
交
付
が

あ
っ
た
も
の
と
み
な
す

①
賃
貸
借
契
約

生
活
保
護
の
住
宅
扶
助
に
お
け
る
代
理
納
付
に
つ
い
て

住
宅
扶
助
代
理
納
付
実
施
状
況

※
「
就
労
収
入
や
年
金
収
入
等
な
ど
の
収
入
充
当
と
の
関
係
で
、
家
賃
の
一
部
の
み
住
宅
扶
助
費
が
支
給
さ
れ
て
い
る
世
帯
」
等
を
除
い

た
世
帯
数
。

な
お
、
す
で
に
口
座
振
替
等
に
よ
り
賃
貸
人
に
対
し
て
確
実
に
家
賃
が
支
払
わ
れ
て
い
る
ケ
ー
ス
な
ど
代
理
納
付
を
行
わ
な
く
と
も
生
活

保
護
法
の
目
的
を
達
せ
ら
れ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
含
ま
れ
て
い
る
点
に
留
意
が
必
要
。

調
査
時
点

住
宅
扶
助
支
給

世
帯
数
（
A
）

代
理
納
付

実
施
世
帯
数

（
C
)

代
理
納
付

実
施
割
合

（
C
／
A
)

家
賃
全
額
が
計

上
さ
れ
て
い
る

世
帯
（
B
)※

代
理
納
付

実
施
割
合

（
C
／
B
)

平
成
3
0
年
７
月

1
,3
8
6
,6
3
9

1
,2
1
9
,6
7
1

3
2
2
,5
1
4

2
3
.3
%

2
6
.4
%

公
営
住
宅

2
4
5
,5
5
4

2
3
5
,5
3
9

1
4
7
,3
1
8

6
0
.0
%

6
2
.5
%

民
営
の
賃
貸
住
宅

9
4
3
,8
1
6

8
1
2
,6
5
1

1
6
0
,9
1
0

1
7
.0
%

1
9
.8
%

そ
の
他

1
9
7
,2
6
9

1
7
1
,4
8
1

1
4
,2
8
6

7
.2
%

8
.3
%

令
和
元
年
７
月

1
,3
8
4
,2
7
9

1
,2
1
5
,3
2
3

3
3
2
,5
9
9

2
4
.0
%

2
7
.4
%

公
営
住
宅

2
4
1
,3
4
5

2
3
0
,3
7
3

1
4
5
,3
2
6

6
0
.2
%

6
3
.1
%

民
営
の
賃
貸
住
宅

9
4
1
,1
2
5

8
1
0
,5
7
9

1
7
3
,1
0
2

1
8
.4
%

2
1
.4
%

そ
の
他

2
0
1
,8
0
9

1
7
4
,3
7
1

1
4
,1
7
1

7
.0
%

8
.1
%
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ギ
ャ
ン
ブ
ル
等
依
存
症
専
門
医
療
機
関
一
覧
（
令
和
元
年
８
月
末
現
在
）

自
治
体
名

専
門
医
療
機
関

自
治
体
名

専
門
医
療
機
関

自
治
体
名

専
門
医
療
機
関

北
海
道

●
旭
山
病
院

愛
知
県

堀
ク
リ
ニ
ッ
ク

鹿
児
島
県

石
橋
病
院

三
重
県

沖
縄
県

独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
琉
球
病

院

千
歳
病
院

滋
賀
県

青
森
県

京
都
府

医
療
法
人
稲
門
会
い
わ
く
ら
病
院

札
幌
市

●
医
療
法
人
北
仁
会
旭
山
病
院

岩
手
県

京
都
府
立
洛
南
病
院

宮
城
県

大
阪
府

●
地
方
独
立
行
政
法
人
大
阪
府
立
病
院
機
構
大
阪
精
神

医
療
セ
ン
タ
ー

医
療
法
人
耕
仁
会
札
幌
太
田
病
院

秋
田
県

一
般
財
団
法
人
成
研
会
結
の
ぞ
み
病
院

仙
台
市

山
形
県

特
定
医
療
法
人
大
阪
精
神
医
学
研
究
所
新
阿
武
山
ク

リ
ニ
ッ
ク

さ
い
た
ま
市

医
療
法
人
秀
山
会
白
峰
ク
リ
ニ
ッ
ク

福
島
県

兵
庫
県

●
神
戸
大
学
医
学
部
附
属
病
院

●
埼
玉
県
立
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー

茨
城
県

奈
良
県

千
葉
市

栃
木
県

和
歌
山
県

横
浜
市

※
神
奈
川
県
が
、
県
全
域
を
対
象
に
選
定

群
馬
県

鳥
取
県

川
崎
市

※
神
奈
川
県
が
、
県
全
域
を
対
象
に
選
定

埼
玉
県

●
埼
玉
県
立
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー

島
根
県

医
療
法
人
青
葉
会
松
江
青
葉
病
院

相
模
原
市

※
神
奈
川
県
が
、
県
全
域
を
対
象
に
選
定

埼
玉
県
済
生
会
鴻
巣
病
院

医
療
法
人
同
仁
会
こ
な
ん
ホ
ス
ピ
タ
ル

新
潟
市

※
新
潟
県
が
、
県
全
域
を
対
象

千
葉
県

●
社
会
医
療
法
人
正
光
会
松
ヶ
丘
病
院

静
岡
市

東
京
都

岡
山
県

●
岡
山
県
精
神
科
医
療
セ
ン
タ
ー

浜
松
市

神
奈
川
県

●
地
方
独
立
行
政
法
人
神
奈
川
県
立
病
院
機
構
神
奈
川
県
立

精
神
医
療
セ
ン
タ
ー

広
島
県

●
瀬
野
川
病
院

名
古
屋
市

●
西
山
ク
リ
ニ
ッ
ク

独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
久
里
浜
医
療
セ
ン
タ
ー

呉
み
ど
り
ケ
丘
病
院

京
都
市

医
療
法
人
稲
門
会
い
わ
く
ら
病
院

医
療
法
人
社
団
祐
和
会
大
石
ク
リ
ニ
ッ
ク

山
口
県

医
療
法
人
信
和
会
高
嶺
病
院

京
都
府
立
洛
南
病
院

●
学
校
法
人
北
里
研
究
所
北
里
大
学
東
病
院

徳
島
県

藍
里
病
院

大
阪
市

医
療
法
人
藤
井
ク
リ
ニ
ッ
ク

新
潟
県

香
川
県

●
地
方
独
立
行
政
法
人
大
阪
府
立
病
院
機
構

大
阪
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー

富
山
県

愛
媛
県

堺
市

●
地
方
独
立
行
政
法
人
大
阪
府
立
病
院
機
構

大
阪
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー

石
川
県

高
知
県

神
戸
市

●
神
戸
大
学
医
学
部
附
属
病
院

福
井
県

福
岡
県

岡
山
市

●
岡
山
県
精
神
科
医
療
セ
ン
タ
ー

山
梨
県

佐
賀
県

●
独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
肥
前
精
神
医
療

セ
ン
タ
ー

広
島
市

長
野
県

長
崎
県

北
九
州
市

岐
阜
県

●
各
務
原
病
院

熊
本
県

福
岡
市

大
垣
病
院

大
分
県

熊
本
市

静
岡
県

●
聖
明
病
院
、
服
部
病
院

宮
崎
県

合
計

18
24

（
選
定
済
み
自
治
体
数
）

※
治
療
拠
点
機
関
（
●
）
：
依
存
症
専
門
医
療
機
関
の
中
か
ら
選
定
さ
れ
る
、
研
修
や
情
報
発
信
等
を
行
う
地
域
の
治
療
拠
点
と
な
る
機
関
。
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